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グロ㌣バル戦略、と、国際提携

一NTTにおけるアライアンスと

　　　　　　　　戦略論的アプ七ニチの有効性を中心に一二

今升利絵

ユ．　はじめに

1．1．研究分目的・方法

一競争環境が聞断なく変化する現代では，。二いかに劾果的に戦略を策定し，すば

やく実行に移すかという二とが，企業にとって重要な問題となっている。実際

に通信産業では，競争環境が再編される中，二企業はそれぞれに環境変化に対応

するため9）策を講じ，いち早く新しい環境における競争優位を獲得しょう一と努

カしている。このような動きの中で，近年顕著にみられるのが，アヲイ、アンス

（Alliance）ωの増加であり，各企業はさまざまなタイプのアライァンスを駆使

することで，環境変化に迅速に適応しょうとしている。一すなわち企業は，企業

戦略を達成するための一手撰としてアライァンスを活用し∴企業間での競争・と

協調を巧みに使い分けることで，均まぐるしい環境変化に対応しているといえ

るのである；

、一このような状況を鋒みると，アライアンスとは，企業戦踏の戦晦変数として

活用されるも一のであり，二阯その形成は企業載蜘；・傲’壮ユ企業戦賂の達成を目的と

して体系的に行わ牝るものであると考えられ孔．」そのよう｝ζ考えると、、アライ
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アンスの実際を把握するために，アライアンスを企業戦略との関係から捉えな

おすことが必要となる。すなわちアライアンスの本質を捉えるために，企業戦

略によってアライアンス活動が決定されるメカニズムを明らかにしなければな

らない。

　このような問題意識の下，本稿ではNTTのグロ」バル鞍略とアライアンス

の関係を事例として取り上げる。NTTを分析の対象とした理由は，日本にお

ける分離分割のプレッシャーとテレコム産業全体のグローバル化の進行といっ

た国内外の圧力（外的要因）と，日系企業の中で最も海外の列強と肩を並べる

ことができるような資源を保有しているという優位性（内的要因）によづて，

同社が企業戦略に直結したアライアンス活動を必要とし，かつそれを実現する

ことが可能であるためである。さらに現在テレコム産業は，産業間の境界が再

編成される中，その事業白体が定義しなおされるという大きな変革の時期にあ

る。すなわち電話を申心とした事業者提供型のサービスを行う電気通信産業か

ら，マルチメディアで業際的なカスタマイズ・サービスを提供する情報通信産

業〔2）への変化である。そのため，その変化の渦中にある企業は生き残りのため

に，戦略の策定から実行までを効果的に行う必要がある。しかも変化のスピー

ドに対応するために，企業の戦略実行のプロセスは目まぐるしく進化しつづけ

ている。すなわち戦略の策定から実行までのスパンが非常に短くなっている。

このこともNTTを研究対象として選択した理由の一つとなっている。

　分析の方法は以下のとおりである。まず，NTTのグローバル戦略を対象と

なる分野および目的から整理する。これによって，グローバル戴略においてど

のような目的・分野がターゲットとして規定されるかが明らかになると考えら

れる。次にその各目的・分野において，どのようなアライアンスが行われてい

るかを観察する。すなわち，グローバル戦略実行のための一変数として，いか

なるアライアンスがどのような戦略目標の下に行われているかを把握する。最

後に，NTTの過去5年間におけるグローバル載略の進展とアライアンス活動
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の歴史を観察し，グローバル戦賂とアライアンス活動とがともに進化・進行し

ていくという両者間のダイナミグスを提・示する。このダイナミクスこそが，グ

ローバル戦略がアライアンスを決定する（アライアンスが企業戦略の戦略変数

として活用される）という概念的プロセスの，⊥具体的なメカニズムとなる。

　なお過去5年問を分析対象として設定した理由は，94年前後が「電話」の時

代が終わりrマルチメデイア」への進出ということがいわれ始めた時期である

とともに，電話の競争論の問題からNTTの分割論が出始めた頃であることか

ら，94年から99年までの5年聞がNTTにとって今後の方向性を決定する模索

期間であったと考えられるためである。

1－2既存のアライアンろ研究

　アライアンスにおける従来のアプロ［チは，羊として経済学的アプローチに

拠っており（3〕，，それを補足するかたちで戦略論的アプローチ｛4〕やそれらの折衷

的アプローチが採用されている竈そオしらを比較すゐと図、1のようになる。

　経済学的アプローチで』ま，アライ’アンスの決定基準をコストや利益といった

普遍的な指標に求めている（5〕。、すなわちアライアンス活動は，状況的・環境的

きンテクストによって決定されると提えられる。したがってアライアンスの説

明変数は企業群レベルで一般化され，個々の企業がもたらしうる様々な説明変

数には注目していない。さらにアライァンスは組織の取引形態’において，市場

と組織階層が何らかの不経済によって選択さオしない場合に行われる，次善の策

図1　各アプローチの比較」

戦賂諭的アプローチ 経済学的アプロ＿チ 折衷的アプロHチ

ア」ライアンスの決定要因

戦賂的コンテクスト 環境的コンテクろト
戦略的コンテクストおよ、び環境的コンテクストユ

分析のタイプ 静的および動的 静的 静的

テライアンスの位置付け

最善策一 次善策 最善策
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として捉えられる。

　これに対して戦略論的アプローチは，アライアンスを企業の戦略的コンテク

ストから決定されるものと捉える。すなわち環境的コンテクストだけがアライ

ァンス活動を決定するのではなく，企業戦略のような内部的コンテクストがア

ライアンスの決定に影響を及ぼすという視点を導入するものである。アライア

ンス形成は企業内の複雑な意思決定プロセスの結果として捉えられ，個々の企

業が自ら戦略を選択する余地を重視する。したがってアライアンス形成のプロ

セスは基本的に目的合理的で分析的であるといえる。そのようなプロセスを経

た結果であるアライアンスの選択は，企業内外のコンテクストによって決定さ

れる最善策であるとみなされる。

　経済学的アプローチと戦略論的アプローチの双方の概念を採り入れた研究も

いくつかみられ，それらは折衷的アプローチと呼ばれる。このアプローチは，

環境決定的な要因と企業が操作可能な要因の双方によって，自ずと選択すべき

アライアンス活動が決定されるという立場を採る㈹。したがって効率性と戦略

性の両面からアライアンスの問題に接近する必要があると考える｛7〕。戦略論的

アプローチ同様，アライアンス活動は企業内外のコンテクストに決定される最

善策として位置付けられる。

1－3　本稿のアプローチ

　グローバル化が進み，企業革新のスピードの遠い今日の企業の動きを観察し

た場合，上述の従来のアプローチによっては説明しきれないという問題が存在

する。

　経済学的アプローチに対しては，はたして事前にコストや利益のプラスマイ

ナスを計算することが現実的であるのか，また有効であるのかという疑問があ

る。事実NT　Tでは、コストや利益といった要素以外の基準からアライアンス

活動が選択されていることが明らかにみてとれる。例えば，現地での知名度や
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プレゼンスを獲得するために長親的な視野で投資活動が行われる場合や，デ

ファクト・スタンダニドを確立するために複数の外国企業と技術協カ関係を結

ぶ場合などである。したがってアライアンスのコストとベネフイットは効率性

基準においてだけではな・く，多くの要素に関して発生すると考えられる｛9）。

　さらに戦略論的アプローチを裸るアライアンス研究は，アライァンスが形成

される決定プロセスを段階的にモデル化したり｛9〕，企業の戦略的コンテクスト

がアライァンスの選定基準を決定することを証明したりしているoo。これらは，

個々の企業の選択余地に注目すべき戦略論的アプローチでありながら全ての企

業の行動を一般化しすぎてしまったり，ある一時期のアライアンス行動に注目

した静的な分析であったりする。

　また経済学的アプローチと戦瞭論的アプローチの双方の概念を採り入れよう

とする折衷的アプローチは，企業戦略を撃略的重要性や戦略性という概念に置

き換えて論じている。経済学的アプローチが唯一最善の解を求めるのに対して，

載略論的アプローチは多様な解を許容するため，その両者を統合するうえで概

念的な議論になるのは仕方のないことといえ’る。しかしながら，戦略の竜つ多

様かつ企業特殊的な性格を取り扱うことができないため，結局は戦略的という

要素は名目的あるいは概念的にしか議論」されないのではないかという疑問が生

じる。

　以上を踏まネたうえで本稿では，戦略論的アプローチを採りつつ、一より具体

釣な企業戦瞭を考慮に入れるため比較的現実に則した議論を行う。すなわち，、L

企業の戦略的コンテクストとアテイアンス活動を一ある一定のスパンをもって観

察する一ことで，両者の聞にみられる関係のダイナミ久スを明ちかにしようとす

る竜のである。したがって，ニアライアンスを論理的な戦略実行手段．として捉え，

高い目的合理性をもつものであると捉える。一
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2．グローバル戦略とアライアンス活動一それぞれの分析一

2－1NTTとグローバル戦略

　NTTのグローバル戦略は94年頃から本格化している。それは90年代に入っ

て進行した，情報通信産業における2つの大きな変化によって推進されたとい

える。その変化とは，第一に通信，コンピュータ、エンターテイメントといっ

た各分野の融合が進んだ結果，音声からデータそしてマルチメディアヘと情報

が高度化・多様化したこと（惰報面の変化），第二に国際的な情報流通のシー

ムレス化をめざしてネットワークの一元管理が進んだこと（システム面の変

化）である。

　NTTのグローバル戦略は実質的に，94年に発表された事業計画のアウトラ

インである「マルチメディア時代に向けてのNTTの基本構想」からスタート

した。これによって，マルチメディア推進体制および国際活動の強化，国際レ

ベルでの提携が明示された。さらに95年6月には「マルチメディアヘの取り組

み」が発表され，NTTがマルチメディア・サービスヘ参入するための具体的

方策が提示された。

　96年後期からは，さらなるマルチメディア・サービスの発展を目指すととも

に，アジア地域への本格的な参入が開始された。また同時期には，マルチメ

デイアヘの取り組みをR＆D側面から宣言した，「21世紀に向けて変貌する

NTTのR＆D」を対外的に発表し，情報流通環境を実現するための研究開発

を改めて推進した。この構想では，アプリケーション，ネットワーク・サー

ビス，ネットワーク基盤㈹の3つの各技術において，自杜の技循レベルを

開発・展開していく，という方向性が示された。97年後半には，アジア・マル

チメデイア・フオーラムの設立，国際通信サ」ビスブランド「アークスター」

の導入を実施し，NTTの国際事業における大きな転換期を迎えることになっ

た。
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　98年に入り；情報流通産業への展望とNT　Tの事業計圃を概観する，・「21世

紀の情報流通産業に向けて」一を発表する中で；特に情報流通ビジネスの共通機

能を提供する「情報流通プラットフォームー・サービス」と，次世代のインフラ

ストラクチャを提供する「ネットワーク・サービス」への参入が明確化された。

マルチメデイア化が進む情報流通産業においてどの分野でプレゼンスを発揮す

るか，，またどのような技術基盤を保持するかといったことに関して，NTTの

方向性が固められた時期であった。

　このような流れの中で，NTTのグローバル戦略は3つの側面に集約されるρ

すなわち①グローバル情報流通企業への進展，②NTTを中心としたアジア・

ネットワークの樽築，③技術面での主導的地位の確保，である。第二の「グ

ローバル情報流通企業への進展」は，「情報流通プラットフォーム・サービ

ス」を中心とした一「マルチメディアヘの参入」と，「ネットワーク1サービ

ス」を中心とし牟「グローバル・エン下・エンドサービスの提供」という二っ

の下位項目を含む。NT　T、にと2て前昔がソフト面での進展であり，後者が

ハード面での進展であるともいえる。この下位項目を含めた4つの戦略施策が，

どのような分野および目的／手段において行われるかを整理すると，図2のよ

うな関係になる。

　第丁のrマルチメデイアヘの参入」⊥は，NTTがこれまで提供してこなかっ

たマルチメディア・サービス（新分野）への参入を目指して，必要となるサー

図2　グローバル戦賂の分類

新資源開発　　　　　、他資源獲得． 既存資源利用

新分野」
　、　　　　　　マルチメデイアヘの参入技術的優位　　　　　一

技術的優位」

既存分野 一グローバル・エン・ド・エシドサーゼスの提供
アジア抑トワーダの構築
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ビスを新たに開始する（新資源開発）とともに，他社の技術・サーピスも積極

的に活用（他資源獲得）していこうとするものである。これに対して第二の

「グローバル・エンド・エンドサーピスの提供」は，既存の通信サービス（既

存分野）を国内外］貫して，主として多国籍企業に提供しようとするものであ

り，新たに自社内でネットワーク基盤を開発・整備する（新資源開発）ととも

に，外国企業と回線を相互接続する（他資源獲得）などして，実行されている。

第三の「アジア・ネットワークの構築」はアジア地域での基本電気通信網プロ

ジェクト（既存分野）へ参加し，現地電気通信産業の開発に初期段階から関わ

ることで，NTTの現地プレゼンスを高めることを目的としている。主として

社内の技術を導入したり人員を派遣したりする（既存資源利用）ことによって

進められている。最後の「技術的優位の確保」は，グローバル情報流通企業と

して必要となる先端的技術（新分野）の開発を目指すものであり，自社内およ

び他社との共同で研究開発に力を注ぎつつ（新資源關発），自社の先端技術を

広く供与することでグローバルスタンダードを確立する（既存資源利用）とい

う二つの方向で行われている。

　これらの戦略側面によってターゲットとされる分野および資源の開茄・獲得

は，アライアンス活動によってどのように実現されるのであろうか。次章では，

両者間のダイナミクスに関する議論を行うために必要な，もう一方の変数であ

る，NTTのアライアンス活動を分析してみたい。

2－2NTTとアライアンス活動

　95年から99年第一四半期にみられるNTTのアライアンス（国際的に行われ

たもの：図3に一覧を提示）を，グローバル鞍略の場合と同様に，分野および

手段・目的から分類すると大きく6つに分けることができる。すなわち①共同

研究開発，②新サーピスでの業務提携，③デファクト・スタンダードのための

コンソ」シアム，④キャリアケーブル共同建設プロジェクト，⑤回線の相互接
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図3　NTTの国際提携どその分類

209

日付 提　　携　　先 肉　　　容 対象分野 分類

94／12
中国科学院（中国国立研究機関）（NTTデータ）

技術協カ，業鋤鵡
情報通信分野，中国国内情報シズテム事業

⑥

95／02 北京市電信電話管理局 芙同実験 中国でのP　H　S運閑 ①

彬徽アヂドサット 業務提携，莱同入札 インドネシア電話網整備 ⑥

95／03 AT＆T，K　D　D企業連合（ワールドパトナーズ）

業務提携
企業向け通信，国際V　PNサーピス

②

比スマート社 経営参面 フィリピン基本通信 ⑥

95／C4
シンガポール大学（N　T　Tドコモ）

共同開発
P　H　S利用移動体マルチメデイア技術

①

マレーシァエ科大学・政府 共同実験 P　H　S ①

95／05
米ビクチャーテル 技術提携

映像通信分野（パソロン対応のテレピ会議システム）

①

95／0q 印ゴユンカ・グループ 莱同入札 インド電話網整備 ⑥

95／07 中山集団（中国） 合弁会社設立 携帯電話整備請負 ⑥

PTテレコム（イバネシア〕 共同実験
インドネシァにおけるPH　S事業化

①

95／C9」

AT＆T，ソニー 合弁会社設立

マルチメデイア通信サーピス（？Dんによる高度電子メHレサービス等）

②

米アクセスラインテタノロジーズ 合弁会社設立 ワンナンバーサービス ②

g5／10
B　T　M　C　I（企業連合ロンギト）

回線相左姦籏
フレームリレー（商速データ通信）

⑤

豪テルストラ。一インドサツト（インド芥シア）

合弁会社（MGT1）設立 インドネシア竃話サービス ⑥

米マイクロソフト サービスーソフト共同開発
ウインドウズ便用のイγ夕一ネバ関違サービス

①

C曇W，伊藤忠，香港テレロム 含弁会社（P　H　Sインタニナショナル醍立）

PHS因際展關 δ

マルチメディアサーピスアフイりエート・フォーラム参カロ

共同研究・閨発 広域ネット…ワ＝ク，LAN ①

米1ユータス・デベロツプヌーント（I　BM子会社）一

業務鐸携，技術僕与
トタスの通信ソフト捌舟した礫向け汁夕麓管琴

②

9；汕
米キ〃ズダインタラク1テイプメデイア（ラジ坤 丑社で葵同甘資（ノう入ウ山獲傷，広告の優先劃当）

」紳璃葦；マjレチメニ②

95れ2 釆TV［I トビス噸発噌及協カ
一方向赤外線通信を用い一たマルチメディアサービス

①②

96／0王 米V　BプロHドビジヨン（、寸丁テータ）

技術提携
E　C（仮恩展示会等）シス止テム構築事第の強化

①
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96／02
伊藤忠商事

インドネシア実用化実験参画，合弁会社設立

P　l≡［S ①⑥

米ピクチヤーテル 共同關発・商晶化 パソコン会議システム ①

中国連食通信（NTTインターナソヨナル〕 合弁会祉設立，」インフラ構築・技術支援

移動体通信 ⑥

米べりサイン 在日合弁会社設立 日本国内のデジタル認証サーピス ②

96／03
米アクセスラインテクノロジーズ

合弁会社設立 ワンナンバーサ］ピス ②

マルチメディアサービスηイリエードフトラム設皿

サ
ー
ビ
ス
相
互
接
続
■
相
互
翻

グローバルマルチメディアサービス

②⑤

マイクロソフト 相互協力
日本でネヅトワーク構築・運営、コンテンツの提僕

②

米メデイアモーション（NTTデータ）

共同研究
ネット上でのマルチメディアデータの共有技術

①

米ウインクコミュニケーシヨンズ（ソフト会社）

出資、開発協力
マルチメディア通信（双方向テレピシステム）

①

ゴェンカグルーブ（インド財閥），伊藤忠商事 コンソーシアム緒成，共同入札

インド墓本通信網 ⑥

96／04
米ネクストウェーブテレコム（移動通信〕（NTTドコモ〕

資
本
参
加
，
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
利
用 移動体通信ネットワーク ⑤

96／05
上海啓明軟件公司（N　TTデータ）

資本参加，業務提携
中国市場でのシスデム＆ソフトの開発・販売・保守

⑥

96／06
B　T，M　C工（N　T　Tデータ）

共同開発，回線接続
犬容量国際インターネット基幹網

①⑤

日本I　BM 共同開発 P　D　A ①

96／07 HP・萎インフォミヅクス，仏ジェンプラスなど

技術提携 I　Cカ」ドシステム ①

APMT（アジア国際衛星会社）（NTTドコモ）

出資
アジアの通信回線，衛星携帯電話

⑥

マイクロソフト
協力契約（技術憶報の共有，ノウハウの蓄積） 中小企業対象のLAN穣築「WI　NEプロジェクト」

②

96／08 韓国暁星ワンナンバー 出資 ワンナンパーサービス ②
上海由済建築装飾工程有眼公司，内田洋行，三菱商事，ゆみや建設

デザイン内装施工合弁会社設立 通信工事およぴ電謡・交換機・P　H　Sの販売

⑥

96／09 仏アルカテル、伊CSELT英ブリストル大 共同開発（技術プロジェクトの共同取り組み） 次世代通信技術（大容量無線通信等）

①

96／10
B　T，ゴンピュ・サースドイチ’テレコム甘テレコムイタリア，USW。。t等

共同闘発，Lot血。Not・。のライセンシング ネットワークペースのサービス

①

米インクトゥーミ 技猪の共同開発・事業化 高度検素技術 ①②

NE　C，富士通，マイクロソブト，ノペルなど9社 フオーラみ（CTF』〕緒成，技術発展に向けた情報交流 コンピュータテレフォニーインテグレーション

①
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96／12
香港門S〃ターナショナ・ル．NE　C一

共同実用実験 ，PHs技術 ①

シンカ1ポFルワン計画参加 共同關発∵実験
光ケーブ」レを剰用し亮現虹マルチメディァサーピズ

①⑥

住友商事，貝商岩井（資本参加），ベトナム郵電公社（経営協力〕

業務提携
ベトナム電誘網建設・基本電話事業運営

⑥

97ノ⑪2一
上海市郵電管理局

合弁会社（上海N　T　T通信エンジニアリング）設立 墓本通信ネフトワーク構築・保守・」コンサルテイング

⑥

米GTE情報子会社，野村総研，BUG（NTTドコ毛〕 在日合弁会社（サイバートラスト）設立

電子認証サーピス ②

〕B　M 共同開発
芥7トワ｝クコン￥ユーテイング

①

97／03 マイクロソフト，ロータス，KDD，AT＆T，BTなど フォーラム（マルチメデイアサーピス・フ才一ラム）繕或 マルチメデイァサーピスの標準化・技術へのアクセス

①

BT，、シンガボールテクノロジーズテレメデイアシン分ポールパワー

コンソーシアム（スターハブ）結成．共同入札 シンガポールでの峯本・移動体通信サ申ビス

⑥

比メマ」ド5ミiニケニションズ（60％） 合弁会社（スマートN　TTマルチメデイア）設立

借用回線によるフレームリレーや専用線サービス，イントラネッ．ト構築サーピス

⑥

H　P 英同開発 LANと公衆網一元管理ソフト ①・

一97／04 氷オラクル 業務提携、・仕様統一 ・インタ｝ネヅト教育 ②

米ビクチャニテルなど16社 共同出資 TV会議通信・国際遼信 ②

米MC　I二郷T／NTTデー列 業務提携 国際VP．N網構築サービス ②

97／05
テレロムマレーシア 在マ・レテシァ合弁会社設立

繭業ビル内の通信網構築サービス

⑥

サイバーピュー（マレーシア）．MDC（国営企菊，政碕機関など（MS　C計画の開発王体）

資本参加（27億円15％入寒岡開発・実験

マ々チメティア（多目的国民エCカード，行政サ］ビス，鯛医療峨育分野などプ

駄②

97／06一 灘隷榊鴻、 業務提携
携帯電話の国際課金．一料金データ共宥

②

シンガポ←ルテレコム，香港テレユム，韓国通信，暁星グループ、IDCロヱ§AT，I　Iユ， アジアマルチメデイアニフトラム（州声）の設立，芙同開紅トライアル． アジァ太平洋地域の一マかチメゲィア・アブリケーション1サiビス

①⑤

97／07 I　BM 業務提携 ネッ」ト、ワーク構築サービス ②

ビクチ†一テjレなどi杜 合船社誰立

垂員制多地点接続咲像通一膏サービス　輿像逼信ジーステム鵬桑

畑

？T，テレコ’ム（イヅドネシテパNTTヤコモ）一

規格開発協力

去世代捨帯電泰鉦格（丘域bDW

③

W／08
べ｝ナム郵電公社（VN町ジ（NTTペドナム〕

箇カ契約，技術移転 ハノイ市内q電誘額構築一 ⑥

一スーりラシ功・テシヨムー（国営題語会社パ蔓5％） 資奉参カロ（35％），経営参画，人材派遺一 頚地基杢通信事条インララ整備　　一

⑥
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米インターライアント社 システム共用 「ノーツ」の竃子メール ②

回線運営会社アジァ・インターネット・ホールデイング テレコムマレーシア，タイ通信公社，中華電信（台湾）と共同出資

インタ』ネット讃続，インターネット国際電話

⑥

韓国SKテレーム 協カ契約 携帯電語転送 ⑥

VDO皿et　Corporati㎝ 技術提携
高品質なlSDN－VOD（映像通信）サーピス

①

97／09 インドネシアP　Tテレコム
インドネシアでの共同実験，実験網構築 マjレチメディア働画転送，遼隔教育，1SDN電話など）

8②

米I　BM 業務捷携
新データ通信サービス（アクセス制御，ユーザ認証）

②

PTTeleo皿 インドネシアでの共同実験
光アクセス網を用いたマルチメディア

①

97／ユ0 米テリジェント（ワイヤレスアクセス事業着） V　Bへ資本参加（12．5％），役員派遣，技術協力 企業向け高遠無線大容量通信サービス

②

テレコムイタリアモバイル

規格の共同開発・互換性の確保

次世代携帯電語 ③

菱糠蝋票㍑描
資本参加（15％），経営参画，共同關発 オンライン鰍藪金融弼1用ソフト，電子決済ソステム

②

97／ユエ
シングテルモバイル（シンガポール〕など（NTTドコモ） 規格の共同開発，実用実験・規格の普及

次世代携帯電話 ③

ベトナム郵電公社 免許共同申請 基本通信サービス ⑥

BT，シンガポール・パワー，シンガポール’テクノロジーズグル＿プ コンソーシアム（S眈舳）形成，免許共同入札 シンガポ］ルでの基本通信・移動体通信

⑥

上海市郵電管理局
中国での共同開発・実験技術の標準化

光アクセスシステム ①⑥

97／ユ2 K　D　D，AT＆T，中国郵電電信総局，中国政府など14社

建設保守協定
チャイナーU　S太平洋海底光ケーブル

④

米ベンチャー企業（NTTデーク） 共同開発 EC支援システム ①②

シンガポール政府，ユOO社以上の企業・団体 シンガポールワン（国家惰報墓盤整備プロジェクト）に参加 光ファイバーによるマルチメディアサービス

8②

香港ハチソンテレコム（衛星通信事業者） 規格の關発協カ，販売代理店契約 衛星による国際デジタル尊用線，次世代携帯電話

③

98／01
スマートコミュニケーションズ（フイリピン）（NTTドコモ）

規格の開発協力 次世代携帯電話 ③

C＆Wマリン（25％）（英C＆W子会杜）
合弁会社設立，ノウハウの取得 国内・東アジア・極東を対象とした海底ケーブル敷設事業

②

98／02 ベルアルカテル（ベルギー），テレノール（ノルウェー）

共同実験・閨発
光通信網の異常に即応できる通信管理システム

①

クパチーノ実験センター（米シリコンバレー）

共同研究・実験・検証
マルチメディア通信，インダーネット交換技庸

①

98／03 タイ電話公社（NTTドコモ） 規格の關発・普及協力 次世代携帯電話 ③
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出資，共同開発，基幹回線梱互接続
米国インターネット関連事業

②⑤

98！04 MBNSマルチメデイアテクノロジrマレーシアエ科大学

マレージァで共同実験’ 次杜代携帯電話規格 ③

98／05 I　DC（NTT国際通信） 業務提携，販売協力 国際VPNサービス ②

98／06
ベルサゥス（米大手地歓電諾会杜〕

共同開発・販売協力 高遠光通信システム ①

I　BM（NTT国際通信） 協力契約，回纏相互接続 国際高速データ通信 ⑤

マイクロソフト 共同開発 E　Cピジネス・システム製品 ①②

98／07
NTT－WT，NTTMCL，米ソニックネット

日米閲で共同実験・事業化、
インターネットコンテンツ配信技術

①

KD　D，日本テレコム（NTT国際ネットワーク）

建設保守協定
太平洋横断光海底環状ケーブル「ジヤパンーUS」

④

98／08 中国電信 回線相互接続 国際フレ］ムリレーサーピス ⑤

北京電信局（51％）．
合弁会社（北京電信NTTエンジニアリシグ）設立 現地進出日系企業向けの通信ネットワーク構築・保守

⑥

米ルーセント・テクノロジーズ

爽岡鰯峠同提案
次世代無線L　ANのデータ伝送ガ式技術

①

KDD，貝本テレロム（NTT国鮒バワーク〕

建設保守協定．
大酉洋海践ケープル（TAT一ユ4）

④

98／09
毒薦忠商事（18％），テレフォニカー（41．捌（スペイン）／NTTドコモパ3．㈱

ブラジル国営携帯会社（テレスデスチ・セ々、ラニ）への出資

移動停通信 ⑥

ATけAT＆Tワイニヤレ■ス・サーピシズ（NTTドコ刊

業務提携個線利用
・日本一米国固定嶋動体通信への発信

⑤

M　I　T／人工知能研究所，コンピェータ科学聯所）

期研究・鋤の実馴ヒ
次世代の情報通信技術やコンピュータ科学

①

采スナッ＾プトラツク（NTTドコモ）
技術供与，インフラ利用共同開発 携帯電話向けG　P　S位置情報技術

②

ワイアレス・、アブリケーション・プロトコル（WA　P〕コンヅシア確カ州TTドコモ）

共同開発，技術標準化，技術の共有死 次世代携帯電話構造，移動体電議サーピス

③

98／1C
東京大学，米イリノイ大学 共同閑発・会験

次世代イン多ベネット（空間共有システム）

①

マ　クロソフト，ンーア～エス

叢務提携 情報化サービス ②

98／ユ1 夫違奉信計算機技術有腿灸司（鰍）。（NTTデニ州脇）

合弁会社設文 中国のSエ事業 ⑥

中国郵竃電信総局（N　TT国際通信）

回綴相互接続
圓中聞の團際フレFムリレーザービス

⑤

98ノユ2 香港テレコム 共同接続トライアル 冷醐一SYC ①

99／C1
釆Au⑯Web 繊加（鮒雛参画鴇姐凌いヲア ②
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99／02
韓国科学技術院，ケントリッジデジタル研究所（シンガポール）

多言語分散情報検索 ①

比スマート・コミュこケーションズ 出資比率引き上げ（ユ5％→37％），派遣役員増加

移動体通信サーピス ⑥

99／C3 タイ通信公社 回線相互接続 マネージド・フレームリレー ⑤

テレコムマレーシァ 業務提携 マネ』ジド・フレ」ムリレー ⑤

図4　アライアンスの分類’

新資源開発 他資源獲得 既存資源利用

新分野 ①共同研究關発 ②新サーピスでの業務提携
③デファクト・スタンダード　のためのコンソーシアム

既存分野
④キャリアケーブルの　共同建設

⑤回線相互接続 ⑥新市場での業務提携

続，⑥新市場での業務提携である（図4参照）。

　①の共同研究開発は，マルチメディア1アプリケーションや先端ネットワー

ク技術（新分野）において行われている。1社や少数の企業と共同開発を行う

ケースと，多数の企業が参加するフォーラムを形成するケースとがみられる。

さらに対象が限定されている場含と，複数の成果あるいはシナジー的・派生的

な成果を目指す場合とがある。NTTでは，1社の企業と特定の技術・製品を

共同開発するという形から，複数の企業と情報技術を共有する場を求めてオー

プンなネットワークを形成し，成果を参加企業間で分配するといったかたちへ

移行している様子がみてとれる。

　例えばアジア・マルチメディア・ブォ」ラム（AMF；AsianMultimedia

Forum）は，アジァ地域の18社によって設立された⑫が，外部からの参加に対

してオープンで，現在多くの会員を有している。そしてマルチメディア・ビジ

ネスの協調発展という目標の下，国際マルチメデイブ利用トライアル㈹、マル
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チメディア・サービス，アプリケーションの共同開発，アジア各地で進行中の

マルチ！デイア・プPジェクトヘの相軍参加など，幅広い活動を行っていゑ。

フォーラムヘの参加者の受入れやトライアルの概要・成果等の情報は，報道発

表資料やホームページ等で広く公開されている。

　さらにNTTは，マレーシアのマルチメディァ・スーパ←，ロリドー（MS

C）計画やシンガポールのシンガポール・ワン計画にも参加している。これら

の国家プロジェクトに参加することで，現地のネットワークを通じてアジァ域

内のマルチメディア・ビジネスの開発を行っている。また主として欧米企業・

組織との間でみられる共同研究の効果をさらに促進するために，国内外の研究」

所の各拠点をATM（Asynchrgnous　T．ansfe．Mode：非同期転送モード）ネッ

トワークで接続するGEMnet（Globa1E1ectrum圭Cyber　Society　and　Megamed担

Network）の構築を進め，さらに接続範囲を拡大している｛14ぺ

　近年NTTにみられるR＆Dアライアンスの多くは，少数企業によって特定

の技術を開発するというよりも，産莱全体の技術を底上げすることによって，

参加企業全体がベネフィットを得られるような構図になっている。三のような

アライアンスでは，ユ社では達或できないが複数の企業問で協力すること一に

よって生じる，シナジー的付加価偉を得ることができ，、、参加企業は当初に予

測・期待さ牝る緕果・や単なる・企業資源の足し算から生」じる結果をはるかに．越」え

た成果を適宜獲得することができるといえる。アライアンスの目的を限定して

その達成によって協力関係が完結する場合よりも，大ま’かな方向憧の下に協ヵ

し合い，フレキシブルに各企業の資源を活用するほうが，より大きく持続的な

成果を生み出す可能性をもつといえよう・。

　②の新サービスでの業務提携は，、主として，成熟した市場で操業レ最先端ρ

技術を保有すゑ欧米企業との問で，マルチメ・ディーア・サービスなどの新サ〒ビ

スの提供を目的に行われている。したがって企業闘で設備やサービスを補完し，

そり績呆としてシナジー効果を獲得すろことがアライアン又ρ目的となgてい
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る。

　例えば，急成長しているI　P分野へ参入するために，98年4月に米国ヴェリ

オ社に出資を行うとともに業務提携関係を緒んでいる。自社提供サービスの拡

充・拡大という目的を満たすために，NTTはI　Pサービスにおいてインフラ

とエキスパタイズを確立しているパートナーとすばやい協力関係を築く必要が

あった。したがってNTTはヴェリオ社の選定の際に，米国内に十分なカバ

レッジがあること，良好な業務提携関係が結べる経営環境を持つこと，1P付

加価値サービスの提供能力に優れていることを基準にしたという（NTT技術

ジャ』ナル，1998年11月）。ヴェリオ社の設備・サービスとNT　Tのそれとを

無駄なく連携し，情報流通サービスの「晶揃え」を充実させる必要性が，この

ような協力関係の形成を促進したといえよう。

　また米国テリジェント社への出資も，固定無線アクセス事業で，米国におけ

る宥力な戦略パートナーを獲得するという目的で実行されている。テリジェン

ト社の資源を活用することによって，自社のより広範なサービスを提供する能

カを強化するとともに，パートナーの事業展開にも協力するなど，スパイラル

に発展していこうとする協力体制が伺える。他社の資源・ノウハウを適応的に

利用しながらお互いの事業展開を進めていくといった，効率的な協力関係であ

るといえる。

　③のデファクト・スタンダードのためのコンソーシアムは，多くの企業と協

力関係をもつことで自社保有（開発）技術を普及させ，クリティカル・マ

ス飼を形成することを第一義の目的とする。例としてはFSAN（Full　Service

A㏄essNetworks）コンソーシアム，TINA－C（Te1ecommunicationsI㎡ormation

Networki㎎A．chitect加。e　C㎝so．tium）等が挙げられる。このタイプのアライ

ァンスは，オープンなコンソーシアムを形成し，多くの組織と協力関係を結ぶ

こと自体が目的であり，競争環境を自社に有利な状況にするという点で非常に

戦略的意味合いが高い。また欧州・アジア地域で多くみられる次世代携帯電話

　548



　　　　　　　　　　　　グローノ寸ル戦田各と国際｛是韮蓬　　　　　　　　　　　　　　　　217

の開発協力は，同地域におけるドコモ規格の支持を拡大し，世界標準化競争に

おいて米圃規格に対抗する目的で行われている。I特に97年からは，、P　Tテレコ

ムー（インドネシア），・シングテルモバイル（シンガボール），ハチソンテレコム

（香港），スマートコミュニケーションズ（フィリピン），タイ電語公社（タ

イ），MBNS（マレーシア）といった，数多くのアジア企業と次世代携帯電話

規格の共同開発が行われている。

　④のキャリアケーブル共同建設プロジェクトヘの参加は，海底光ケーブルの

容量などのインフラを保有するための手段となる。NTTは国際事業に必要な

設備を保有していないため，プロジェクトヘの参加が不可欠である。建設保守

協定に調印するr所有権による容量購入」を行っているのは，国際ネットワー

クの主軸となる一CmNA－USケーブル，JAPAN－USケ←ブル，そしてTATT14

ケーブル（大西洋ケープル）プロジェクトであり，その他は「J　RUによる容

量購入」（発効してから容量のみ購入する方法）を採づている；ケーブルの建

設が共同プロジェク・トの形で行われるのはコストとリスクを共有するためであ

飢したがってプロジェクトに参加することによって効率的に国際ネットワー

クの展開を図ることができる。しかし単に建設資金の分担を目的とする以外に，

建設計画をめぐって企業グル∵プ聞の対立があることからも，連合すること自

体に勢カ範囲に関する戦略的意図の存在が伺える。一

⑤の回線の相互接続を目的としたアライァンスは，I　BMや申国電信との間

で行われている。NTT、は回線接続によって，低コストで高速国際データ通信

サーピス地域を拡大し，パ←トナーは自社通信網の刷用効率を高めるとともに，

NTTの営業力を活用することができる。この穫のアライアンスはスピードと

コスト面での効率性の改善が第寸の動機であるが，、回線接続と同時に業務提携

も行うなど，効率性基準の争では測れない動撲ヤ効早をもつといえる。すなわ

ち，アライアンスの結果，コネクタビリテイやサービズ・カバレッジの拡大と

いった麓争優位の構築が実現されている⑪㌦
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⑥の新市場での業務提携は，主にアジァ地域における基本通信事業で，NT

Tの技術，資金，人員を提供するというかたちで行われている。このような業

務提携は，NTTを申心としたアジァ・ネットワークを構築する，多国籍企業

向けにグ1コーバルネットワークサーピスを提供するといった，NTTのグロ』

バル戦略に従い，アジア地域に拠点やプレゼンスを獲得する目的で行われるこ

とが多い。

　シンガポールではBT，STT（SingaporeTechmlogiesTelemedia），SP

（Si㎎apore　Power）とともにスターハブ（StarHub）・コンソーシアムを組織

し，第ニキャリア事業免許に共同入札し，事業資格を得ている。今後は合弁会

社を設立し，固定通信と移動通信について総合的サービスを提供する予定であ

る。コンソーシアムというかたちが課られたのは，通信事業の立ち上げに要す

る莫大な資源および現地国の外資規制に起因するが，同時に，他の入札参加グ

ループに対して交渉力をもち，現地の権力構図においてプレゼンスを確保する

という意図も作用している。その他，フィリピンのスマート・コミュニケー

ションズと合弁会社を設立し，日系現地企業と現地国内企業双方に対して国際

通信サービスを提供する，国営電話会社であるスリランカ・テレコムの株式を

取得し，人員を派遣するなどの経営参画を行っている。

　資本関係を含む高次のアライアンスが多くみられるが，それは現地でのプレ

ゼンスを確立するために，現地との確固とした関係を築く必要があるためだと

いえる。さらに，それぞれのアライアンスは，現地国内への通信サービスの提

供に留まらず，現地に進出した多国籍企業に対するサービス提供拠点を構築しゴ

将来的にはそれらを相互にリンクさせ，アジア・ネットワークを構築するとい

う構想の一環となっているということも，資本関係をもつ一因となっている。

3．グローバル戦略とアライアンス活動のダイナミクス

以上の分析をもとに，本章ではグローバル戦略とアライアンス活動とを時系
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図5武竹めダロニバル戦瞭と国際提携活動
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の共同利用実験

・「マルチメデイアヘの取町

組み」発表
　『オFプンコンピュー・ター

」rネ哩｝ワーク（0CN）」発表一

・米国・欧州・アジア世饗各国

・地域での特別プロシエクト

「アイスバーグ作載」

；米国にマルチメディ7厨究
叱ンタ設置
・「プル手メデイアサ呈ビス

の発展に向けで」姦表

情報流通企業への進展
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メディアエンド・エンド
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・分離分割決定
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方式
’アジア・マルチメディァ・

フオーラム設立構想
・一千億円海外投資枠新設

・提携戦略見直し，成
長分野に事業化を絞
り込む

・アジァ軸に国際展閑
・先進国：付カロ価値の提

供。アジア：技術開
発に尽カ

一国際通信サー、ビスブ
ランド「Arcstar」導入

・企業向け国際通信で
欧州進出
・第一種通信事業子会
社による国際通信事
業展關

一米国を拠点とLた国
際通信事業開始

・インフラ整備中心から
サ』ビス提供重視へ
・交際通信分野に本格参
入，年聞二千億程度を
FDI

・グローパルサーピス
のエリア拡大，サー
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・BT，コンビュサーブ，
ドイチェ・テレコム　テ

．批κ二鵜

・米GTE，野村艦研等②
・HP①

・米オラクル②
・米ピクチャーテル②
・米Mα，英BT②

・PHSインターナ
ショナル，NEC①
・住友，日商　ベト
ナム魏電公註⑥

・上海市藪電管理局⑥

・BT，シンガポールテクノ

ロジーズ，シンガポール

パワー｛スタLハブ〕⑥

・比スマートコミュニケー

一ションズ⑥

・テレコムマレーシア⑥

・NEC，富士通，

マイクロソフト
等9社

・IBM①一
・マイクロソフト，

ロータス、AT＆T，
BT，KDD等（マ
ルチメデイア・
サーピス・フオー
ラム）①

・シンガポールテレコム，香港テレコム，韓国通信，暁星グルーブ，
IDC，JSAT盲IU（アジア・マルチメデイアプオ］ラム＝AMF）①⑤
・マルチメデイア・スーパーコリドー計画①⑥

・米工BM②

・米インターライアント②

・VDOnetコーポレーショ
ン①

・米1BM②
・SKテレコム⑥

・ピクチャーテル②

・テリジェント②
・米Cn蚊o叩②
・チャイナーUSケープル④

・米ベンチャー①②

・テレコムマレーシア，タL
イ通信公社，中牽≡電信

．槻婁鮒⑥
・スリランカテレコム⑥

・インドネシアPTテレコム⑥

・ベトナム郵電公社⑥
・スターハブ⑥

・上海市郵電管理局①⑥

・インドネシァpT
テレコム③

七テレコム・イタリ
ア・モバイル③

・シンガポール・シ
ングルモバイル
等①③

・シンガポールワン計画①②

・米ヴェリオ②⑤

1鵠

・マイクロソフト①
・米ソニックネット奪c〕

・ジャパンーi〕sケーブル④

・C＆Wマリン②

・北京電信局⑥

・香港ハチソン・テレ

ヲム③

七比スマートコミュ
ニケーションズ③

1ベルギー1ベルアルカ

テル等欧州通信会
社8社と2大学①
・クバチーノ実験セ
ンター①

・タイ電話公社③

・MNBS，マレ』シア
エ科大学③

・米ベルサウス①

・米ルーセント・テ
クノロジーズ①

・MIT①
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・アジァを中心とした　「グローバル情報流通企業」・本格的国際事業展開鴇燃搬議国際会社を中核）・グループー体経営

坤国電信⑤・TAT－I4ケーブル④・AT＆T，AT＆Tワ仰レスサーピシズ⑤・米スナツプトラック②

98／1O一ユ2
・「21世紀の情報流通産業に向けて」（事藁に密着歩樽惑企業と蹴・研究所のオーブン化

・米マイクロソフト，シーアイエス②・中国誘電電信総局⑤

・大遵華信計算機技術有限公司⑥

99／0ユー03

米A皿toWeb②

・韓国科学院，ケントリッジデジタル研究所①

列にみることで，両者閏にどのような関係が存在するのか検」討していく。先に

提示した3つのグローバ2レ戦略側面と，それらが規定する分野・貝的において

行われたアライアンス活動とを，時系列に整理したものが図5である。

3－1第］一の戦」暗側面とアライアンス活動

　NTTのグローバル戦」略にみられる3つの施．策の一つは，情報流」通企業への

進展（マルチメディア・ピジネスヘの参入屯一グローバル・エンドデエンドの

シームレスサービスの提供）であった。NTTではこの戦」略側面に対して，ど

のようにアライアンスを活用しているのだろうか。

　マルチメディア・サービスヘの参入は，94年1月にマルチメデイアの基本構

想が発表されたことによ’り実質着手され，」95年初頭から本格化している。この

時期に行われているアライアンスのほとんどがマルチメデイア・ピジネスヘの

参入を目的として行われており，他社のマルチメディア資源を利用することで

白社のマルチメデイア1サ＝ビスを拡大するための手段となっていると考えら

牝る。」すなわち主に①と②のタイプのアライアンスが，主として米系企莱との

間で行われている。L二の傾向はアジア・、マルチメデ壬ア㌧フォ．rラム構想が提

唱された97年にも継続される。」この時期のアライアンスの対象となユた分野は，
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企業向けデータ通信管理，双方向通信（パソコン会議，双方向テレビ），マル

チメデイア広告，E　Cシステム，P　D　A，映像通信サービス等といった，プ

ラットフォーム・サービスであった。さらにこのようなアライアンスの実績を

受けて，NTTは98年10月の「21世紀の情報流通産業に向けて」と題した事業

構想においてプラットフォーム・サービスの提供を明示した。そしてこれを

バックアップするかたちで，アライアンス活動は，NTTのマルチメデイア・

サービスの提供計画に沿って選択され，プラットフォーム・サービスの迅速な

事業化を可能にする手段として積極的に利用されていたといえる。

　今後は次のステップとして上記事業構想に示されている，「放送・広告・音

楽・ゲームなどのマスメデイアコンテンッの流通サ」ビス」に向けて，これら

に関連した分野でアライアンスが行われることが予測される。実際に98年7月

には，NTTは米系の音楽コンテンツ配信会社などと，インターネット・コン

テンッの配信技術に関して日米間で共同実験・事業化を行っている。

　一方グローバルー元管理サービスの提僕は，97年初めの「二段ロケット方

式」㈹計画に始まり，N　T　T法改正（97／06），国際通信サービスブランド

rアークスター（A。。。t砒）」（97■07）の導入以降本格的に推進されている。

このような流れの中，アジアでのグローバルサービス拠点を構築する際にアラ

イアンスを利用するケースが多々みられ，そこでのアライアンスの半分以上が

合弁というかたちを採っている（例えば上海，北京，マニラ，ジャカルタ，ク

アラルンプール）。NTTは合弁や子会社設立によって海外に拠点を保有する

一方で，各拠点間を接続するために，他企業（グループ）とサービスの相互接

続や回線の相互接続を行っている。特にアークスタ』導入以降，海外拠点との

積極的な回線接続を行っている。I　BMや中国電信，AT＆Tといった企業と

の回線接続を含めると，アークスターのグローバルサービス提供拠点は約50に

のぼる肛角。このようにグローバルー元管理サーピスの提供をバックアップする

ような分野では，墓本通信サービスにおけるアジア拠点構築のための合弁（⑥

　554



　　　　　　　　　　　　　グローバル戦略と国際提携　　　　　　　　　　　　　223

のタイプ），拠点閏での回線相互接続（⑤のタイプ）といったタイプのアライ

アンスが行われている。

　ここでいえることは，「マルチメディアヘの参入」と「グローバル・エン

ド・エンドサービスの提供」というグローバル戦略にもたらされる，企業が進

むべき分野・目的を満たすようなかたちで，共同研究開発（①）や新サービス

での業務提携（②），回線の相互接続（⑤）といったアライァンスが行われて

いる，ということである。すなわち各々のアライアンス活動は，「通信インフ

ラ屋」を超えて「情報流通企業」としての地位を確立するという，NTTの全

社戦略を支援するという意味合いをもつ。それは，アライァンスの緒果，サー

ビスの提供に関する会社全体の機動性・有機性を高める，製品・サービスの開

発および普及活動での効率性を高める，などといった方法で実現される。

3－2　アジア・ネットワークの構築

　次」にNTTにおける二つ目のグローバル戦暗施策として挙げら九る，一「NT

Tを中心としたアジア・ネソトクークの構築」において，アライアンス活動は

どのように位置付けられるのかを考えてみたい。アジア・ネットワークの構築

はおよそ96年の後半から着手。されているため，その時期のアライアンス活動に

ついて検討していくこととする。

　アジア・ネットワ←クの構築という戦略側面において重要な役割を担うアラ

イアンス活動は；現地での基。本・移動通信サ←ビスの共同提供と，■国家プロ

ジェクトヘの参加であろう。すなわち⑥のタイプのアライアンスが中心となる。

日本での実績・資源をもとに，基本通信事業をアジア地域に拡大することが，

これらのアライアンスの目的であるといえる。

　アジア各国で基本・移動通信サ』ビスヘの外資参入が可能となるにつれ，．N

TTは規捌や資源等の制約から他企業とコンソHシアムや合弁会社を設立する

ことによって同分野に参入してい乱例えばインドネシア（95■10），中国
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（96■02），インド（96／03），シンガポール（97■03，97／u），ベトナム

（96■12，97■08，97／11），スリランカ（97／08）などである。さらにマ

レーシアの「マルチメデイア・スーパー・コリドー（M　S　C）計画」（97／

05）やシンガポールの「シンガポール・ワン」（97／12）の国家プロジェクト

ヘの参加も積．極的に行われている。

　国家惰報墓盤整備プロジェクトや基本電話網構築，事業免許取得といった分

野で行われるアライアンスでは，魅力的な市場規模や現地政府との友好関係と

いった経済的・政治的な要因に加え，ビジネス・プレゼンスの確保という意図

が際立っている。例えばマレーシアのMS　C計画担当課長は，「人件費はもち

ろん，ヘリを飛ばす経費もすべてNTTの負担。ある種の使命感がないととて

もできない」⑱と述べており，当面の採算を無視しても多くの資金・人員・技

術の投入を行っている。NTTはあえて大量の資源を投入しても，初期段階か

ら現地の情報通信産業の発展に関与することが，同地域でのNTTのプレゼン

スを高めることであると考えている。すなわち，長期的視野において「NTT

を中心としたアジア・ネットワ』クの構築」という戦略を念頭に置き，「あえ

てボランティアに近いこともやって“徳”を積んでおく」ことによって「NT

Tの存在感を高める」（同上）ことが必要とされている。アジア市場参入に関

しては，ある程度の時間をかけて“衡’を積むことが競争優位の源泉となるの

であろう。NTTはそれを認識した上で，短期的な視野においてアライアンス

を行うのではなく，長期的視野，すなわちアジア・ネットワークの構築を見越

してアライアンス活動を進めているといえる。

3－3技術における主導的立場の維持

最後に第三の戦略側面である「情報通信技術における主導的立場を維持する

試み」においても同様に，アライアンス活動の企業戦略における位置付けをみ

てみたい。
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　NTTには「何でも・自揃そやる」μさう1開発体制が染み付いているこ｛と，日

本で惇長い間NTT羊導g技術開発カ桁わ・れていること・一技術力がNT・Tの競

争カの源泉であるこ’と，メガキヤリアの企業連衡の傘下に入ろことなく独自の

路繰をつらぬくために必要な後ろ盾となること，などの理由から，技術的優位

性が重視されてきた。しかし特にマ々テメディァ分野においてそのことが意識

され，その体制作りが開始さ外たのは，96年の後半からである一山といえる。、、

　N　T　Tは情報流通事業の階層をなす，アプリケーション（E　C，遠隔教育

等）皐一情報流通プラットフ」オ∵ム（メ」ディア通信技術，・セキみリティ技術等），

ネットワーク基盤（高遵転送技術，ATM等）のそれぞれの分野仁おいて，調

和のとれた総合的な技術開発を目指している。国内での技術力を保持するr方

で，，R＆Dのグロァバル化を擦進して幸り，一それは多、くの場合R＆」D，におげる

グローノざルな組織聞協力（①と③のターイフつといったかたちで現れてレ1却薄。

このようなR＆Dアライァンスの特徴は，多くの参加組織をネットワーク化し

たり開発した技術を相互に公開したりするなど非常にオープンな性質をも2こ

とと，対象と・なる技術が比較的広範で多くの派生的成果をもたらすことである。

　まず97年6月に結成されたAMFで一は，アジァ太平洋地域を対象としたマル

チ、メディアビジネ又の協調発展を目指して，マルチメデイア・アプリケ［ショ

ンおよびサービスの共同開発を行っている⑳。また97年5月以降マレ」シアの

MS　C一討画に参加レ，マルチメディア都市の基盤開発・設計を行っている。さ

らに97年か、ら98年にかけて多＜みら牝るのは，一下フモの携帯電話規格をグロラ

バルスタンダ㌃ド化するための共同開発・実験である。ζれらは米国に対抗す

るかたちで二欧州・アジアを中心に行われてン喝。

…先端技術’・基幹技術に関する共同研究開発は，」国際通信分野、の本僑参入が

始まρた98年から本格化している・NTTは特に欧州，．木国のパー、下ナrとの

間で。多数の互恵的でオープンな共同開発体制を築いている。例えば米国と1の

間では；CEM口尊ρ構築を選頃，yTQA宝サイーバニスペースジ統合OAシステ
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ム，モバイルコンピューティング等の分野で共同研究およぴ研究成果の実証実

験．を行っている。これは研究所の各拠点をATM回線で接続した実験・検証用

インフラで，今後は次世代コンピュータネットワークの共同研究を加速すべく，

シカゴのSTAR－TAP，カナダのCanarieとも接続する予定である。このよう

にこれらのアライアンスは，参加組織，技術公開の点で非常にオープンであり，

先端の・技術に対して機動的で迅速に対応しうる，進歩したネットワークとなっ

ている。

　以上のようにNTTは，グローバル戦略の一環である「情報通信技術におけ

る主■導的立場の維持」という目的において，R＆Dアライアンスをその申心的

手段として活用している。さらにこれらのアライアンスは技術開発におけるシ

ナジー効果を得るために，オープンで発展的な性質をもっており，NTTの求

める先端技術，マルチメディア技術の効率的な開発に一役買っている。

3－4’グローバル戦略の進行とアライアンス活動の変化

　以上を統合すれば，NTTのグローバル戦略とアライアンス活動の関係は以

下のような段階を踏んで進行している（図6）。すなわち，「マルチメディア・

ビジネスヘの参」入」を目的に①アプリケーション分野における共同開発研究お

よび②新サービスでの業務提携が，主として欧米企業との間で行われた第一段

階（95年4月一96年6月），「アジア・ネットワークの構築」および「技術的主

導」を目的に①基幹技術分野での共同研究開発および⑥新市場での業務提携が

多くみられた第二段階（96年7月一97年末），「グ1コーバル・エンド・エンド

サービスの提供」および「情報通信産業における技術主導的な地位の確立」を

目的に①先端技術における共同研究開発，③コンソーシアム，④キャリアケー

ブルの共同建設，⑤回線相互接続など，多種．多様なアライアンスがみられた第

三段階（98年一）である。

　このことが示すのは，グローバル戦略がより具体化・成熟化するにつれて形
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図6　グp一バル戦略の進行とアライアンス活動の変化
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麟理委羅務提携

第；段階（98年一）

「グローバル情報流
通企業」の追求
　　　　↓

新分野と既存分野の双

方でのプレゼンスの確保

総艦罷存資

成されるアライアンスのタイプも変化している，ということである。初期には

①や②といった新資源の開発や他社資源の獲得を目的としたものが主であった

が，次の段階ではそれらに加えて⑥が増加し，他杜資源の獲得を行いながらも，

自社の保有する資源をもとに国際事業展開を行うようなアライアンスヘと移行

している。さらに近年ではアライアンスのタイプが多様化し，アライアンスに

よって追求される目的も高度化している。一このことはグローバル戦瞭の進化に

伴ってアライアンスの目的も変化し，多くの戦」略目的がアライアンスによって

達成されるようになったことを意味しているといえようρ

4．結」びにかえて

　絶ネず変化する環境の中で・現実g企業がいカ、に行動しているかを観察Lて

みるζ，一企業はアライアンス活動を一つ一つのレベルで乎スト：利益合理的に

行っているというよりも，企業戦暗にそって目的合理的かつ全体レベルで体系

的に行ってザろといえる。そのたゆ経済学的アプローチgように，．アライアン

ス活勲を一？一？分断レて分析したり；ロスニトと利益の差し引きの結果とLて

アライアンスを提えたりするのでは，現実の企業の動きを説明しきれない可能

性があったさらにそれらの問撃点を補う偉割を担う一はずの戦晴論的アプp←
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チでさえも，アライアンスの意思決定を類型化すること，あるいは概念的なア

ライアンス決定プロセスを提示することを中心としており，企業戦略の体系的

な流れの中で時系列にアライアンスを観察するという方法を採ってはいなかっ

た。そのため，企業戦略からアライアンスの一方向の関係にしか注目していな

い点，両者の関係を一時点でしか分析していない点が疑問として残されていた。

本稿は，これらの疑間点を解決すべく，企業戦略とアライアンスとは相互に影

響を及ぼしあいながら発展するものであると捉え，両者の関係を双方向かつ時

系列に観察し分析するものであった。

　具体的には，NT　Tのグローバル戦略およびアライアンス活動とを時系列に

観察し，両者間に存在する次のような関係を整理・提示した。すなわち，グ

ローバル戦略によって追求される分野および目的がアライアンス活動を決定し，

アライアンスによって達成される分野なり資源なりが，さらなる戦略の進展を

生んでいる，というものである。より詳しく述べれば，アライアンスが戦略遂

行手段の一つとして，グローバル戦略を支援するかたちで実施される一方で，

アライアンスの結果得られるベネフィットやアドバンテージを受けて，さらに

グローバル戦略の次のターゲットやスコープが決定される，といった関係であ

る。この関係のダイナミクスを概念化したものが図7である。図6をより一般

化し，把握しやすいように抽象化したものであ乱

　これまで議論したように，NTTでは94年末からマルチメディアヘの取り組

みが開始され，新分野の開拓，新しい技術の開発，他社サービスの利用といっ

た目標が設定され，その結果，共同研究開発やマルチメディア分野での業務提

携が増加した。この経過を示すのが，図7の上側の矢印であり，グローバル戦

略によって目的・分野が定められ，それらがアライアンス活動を決定するとい

うプロセスを示している。さらに96年後期からは，・技術面や資源面での優位を

バックに，アジア地域の基本通信への進出，さらなる技術的優位の強化を目指

した。この経過は，図7の下側の矢印によって示されており，アライアンスの
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図7．グロ㌣バル戦略とアライアンス活動のダイナミクスー

グローバル戦略

　　垣的・分野・
ア　　　　ー＼一一一
　　　　　　　　　　　　　アライアンス

進出分野・・保有資源

結果新たに進出した分野と獲得した資源を基にグローバル戦略が次のステップ

ヘと進行するというプロセースが示されている。さらに，この新しい戦略が既存

の活動分野をさらに拡大すること，保有している資源を有効活用することを目

標とした結果。NTTにおいて新市場での業務提携が多く行われるようになっ

た。この経過は再び図7の上働の矢印によって示されている。

　こめよづに，図7の矢印は循環していくものであり，矢印が循環するにっれ，

グローバル戦略とアライアンスの双方はスパイラルに進化していくと提えられ

る。以上の」ような分析の緯果，アライアンスが企業戦略によって決定され，一さ

らに企業戦略はアライアンスめ緒果変化していく，というプロセメが卒なる印

象ではなく；実際の企業行動に基づいた議論であることが明らかになづたとい

える。

　今後，さらに競争環境が変化しつづけるであろう情報通信産業では，より企

業戦略と直結した，目的合理的なアライアンスが多く行われると考えら年る。

し光かって，二定めスパンをもっそグロニバル戦略の流牝とアライアンスの経

過をみることが必要であり，そうすることでアライアンスの本質を提えること

ができるといえる。本稿の分析は堪このようなプロセスをNTT一社に対して

行ろ尤ものである択今後その対象を他企業や伸産業へ拡大する二とで，．この

ような戦瞭諭的アプロ』チによる分析の意義争より二層明らかにしたいと考え

るb
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注ω　アライァンスとは企業圃協力関係であり，資本関係をもつもの（ジョイントペンチヤー（J

　　▽）や出資など）から，資本関係が低いあるいはないもの（共同開発，協力契約など）まで、

　　様々な形態が存在する。

　／2〕NT　Tでは，「電気通信事業」をユーザとユーザをつなぐ“線”を提供するもの、r惰報通信事

　　業」をユーザと憎報をつなぐ“惰報共宥の仕組み巾を提供するものと捉えている。

　（3〕Kogut（ユ988）によると，マーケット・パワーおよび効率性とJ▽に関する研究はいくつか存

　　在しており，成果を拳げている。

　（4〕国際的なアライアンスが形成される動機に関して，戦略論的アブローチによる仮定が多く検証

　　されている鉋例えばStopford・Wells（1972），Fagre・Wells（ユ982）を参照されたい。

　㈲　例えば内部化モデルでは，アライアンスは取引コストの点で市場取引よりも内都化優位をもち，

　　階層組織よりも外都化優位をもつような取引において選択される。またマーケヅト・パワー理論

　　では、アライアンスは競争ポジシ冒ニングを改善しマーケット・バワーを獲得することによって

　　企業の利益を改善するために行われる。

　16〕例えば亘盆mgan（ユ988〕は。「需要特性」が当該産業で操業する企業にとっていかなるタイプ

　　の協調戦略が必要とされるかを規定し，「競争特性」がそれらの二一ズに対する各企業の対応を

　　規定すると述べている。すなわち需要特性と競争特性といった企業内外の要因によって。企業が

　　選択すべき協調戦略のタイプが決定されるとしている。

　（7）例えば長谷川（1998）を参照のこと。ここでは取引コストァプロ』チと戦略的アブロ］チの統

　　合が主張され，提携がもつ戦略性が重視されている。載略性とは「外部環境との梱亙作用の申で

　　環境をコントロールしようとする意図」と考えられる七

　（8〕Alter・Hage（1993）1ま、組織間協力における数多くのコストとベネフィットについてまとめて

　　いる。

　｛9）丁割11mn・Shenkar（！994）でアライアンスに至る意思決定プロセスをモデル化しでいる。すな

　　わち国際市場への新規参入に際して，第1段階で市場取引，協調的含弁，完全所有との閻の選択，

　　篤2段階で資本所有・契約形態の渓定，第3段階でパートナーとの関係条件の設定といっ走意思

　　決定が行われ，そのプロセスを経てアライアンスが形成される。

　ω例えばGeri㎎er（1991）では，JVのパフォーマンス，現在の競争ポジション，将来におい

　　て内部的な努力によって競争的地位を確保できる可能性，の3つの要素に対する経営老の知覚が，

　　アライアンスで獲得すべきスキルや資源を規定すると述べている。

　ω　情報流通産葉分野の発展形態を4つの階層に整理すると，広報コンテンツやマスメディアコン

　　テンツ，ECなどの「コンテンツ■アプリケーション」，惰報流通ビジネスの共通機能サーピス

　　（検索システム，決算システムなど）である「情報流通プラットフォーム」，メガメディァや全

　　光化ネットワークなどの「ネットワーク」，「端末／ソプトウエア」に分類できる　（NTT

　　Bllsiness，1999隼1月）。

　肋　NTTの他，チャイナテレコム，香港テレコミュニケーション，P　Tインドサソト享P　Tテレ

　　コミュこカシ・インドネシア、I　DC，I　I　J，ジャパンサテライトシステム，暁グル』プ、韓

　　国テレコム，マレーシアBin舳ang．MDC，デレコム・マレーシア，スマート・コミュニケー

　　ションズ、ワン・ネソト・シンガポール。シンガポールテクノ1ゴジーズ，タイ・テレコム，CA

　　Tゴ

　㈹　例えば国際ATM接続トライァル，国際衛星インフラ検証トライアル，アプリケーション開

　　発・利用トライアルなどが実施中である。

　ω米シリコンバレ」のクパチーノ実験センタとの共同露発もこの］環。他にシカゴとカナダの研

　　究用ネットワークとの接続も予定しているという缶

　固Do包・H舳色1（ユ998）によれば，企業はクリテイカル・マスを形成するためにアライァンスを形
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　成し，企業連合閲での競争に打ち勝とうとする。

l1旬　まず欧州」皐シンガポールや香港などアジアーと米．国をつなげ，月本を除く世界三極を緕ぶ大手企

　業向けのネットワークサFビスを立ち上げる。その後日．本発着の因際遁信事業が可能になり次第，

　三極のネットワークと日本一を接続し、グロ←バル運信網を完成させ，N」T　Tプランドカで顧客を

　關、拓していく（日経新聞，1997年6月6日），というもの。

吻　白社網のみでは2ユ拠点16カ国・地域にサービス拠点をもつ竈

㈱　『日経ビジネス』，1997年4月7日号より。

（1＄R＆Dのグローバル化は，①主として欧州・米国との間でみられる次世代のコンピュ」タネッ

　　トワークの研究開発に向けた先端的共同研究，②主として欧州・米国との問で進められるE　C　S

　やGM」Nに関する研究成果検証のための共同研究，③欧州を中心としたコンテンッサービスの流

　通に関する共同研究，④東アジア，南米を中心とした地域密着型の芙同研究やコミュニティ形成

　という4つの方向性をもつ。

㈱　例えば．国際ATM接続トライアルでは，ATM交換機を保有する通信箏業者．閏で国際通信回線

　を介して交」換機を接続し，接統性の確認および通信晶質・性能の。検証を行っている。
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